
【自己負担上限額確認の流れ】 

 

生活保護世帯に属するか？ 

属
さ
な
い 

属する 
0 円

世帯（※下記）は 

住民税課税か？ 

課
税 

非課税 本人の次の収入額は 

・年金収入 

・特別障害者手当・障害児福祉手当・ 

特別児童扶養手当・経過的福祉手当 

80万円以下 

80万円超 
5,000 円 

2,500 円 

「重度かつ継続」（※２）

に該当するか？ 

保険料算定世帯の 

住民税所得割額は？ 

 

該当 
3.3 万円未満 

23.5 万円以上 

3.3万円以上23.5万円未満

5,000 円 

10,000 円 

20,000 円 

該
当
し
な
い 

保険料算定世帯の 

住民税所得割額は？ 

 

23.5 万円未満 

23.5 万円以上 

医療保険上限額 

対象外 

【確認書類】 

直近の保護費決定通知書または生活保護受給証明書 

【確認書類】 

市民税課税証明 

【確認書類】 

振込通知書など 

【確認書類】 

医師の意見書または高額療

養支給決定通知書 

【確認書類】 

町民税課税証明 

※１「世帯」とは  

◇国民健康保険加入者～受診者が属する世帯全員 

◇その他の保険加入者～受診者が属する医療保険の被保険者 

※２「重度かつ継続」とは・・・次の①または②のいずれかの場合です。 

①統合失調症、躁うつ病・うつ病、てんかん、認知症等の脳機能障害若しくは薬物関連障害（依存症等）、また

は３年以上の精神医療の経験を有する医師によって、集中的・継続的な通院医療を有すると判断された場合。

②疾病に関わらず高額な費用負担が継続する者（医療保険の多数該当者） 

◇多数該当者とは・・・申請時の過去１年以内に高額療養費制度を４回以上受けた方 


